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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】生体深部への加温が可能であり、骨組織の近傍
で使用しても安全上の問題が生じにくい脂肪診断用の加
温装置を提供する。
【解決手段】片面が被検体Ｓに当接されるとともに他方
面が超音波診断用プローブ２０の超音波を送受する送受
面に当接される第一電極１１と、第一電極に対し被検体
の測定領域を挟んで対向する位置に配置され、片面が被
検体に当接される第二電極１２と、第一電極と第二電極
との間に加温用の高周波電力を印加する高周波電源１３
とからなり、第一電極１１は導電性を有するとともに超
音波を透過する素材からなり、第二電極１２は導電性を
有する素材から構成されるようにして、超音波診断用プ
ローブを用いて測定領域の加温前後の超音波エコー信号
を計測し、加温前後の超音波エコー信号から算出した超
音波速度変化に基づいて脂肪診断を行う。
【選択図】図１
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【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　被検体の測定領域への加温を行い、超音波診断用プローブを用いて前記測定領域の加温
前後の超音波エコー信号を計測し、前記加温前後の超音波エコー信号から算出した超音波
速度変化に基づいて脂肪診断を行う脂肪診断用の加温装置であって、
　前記加温装置は、
　片面が被検体に当接されるとともに他方面が前記超音波診断用プローブの超音波を送受
する送受面に当接される第一電極と、
　前記第一電極に対し被検体の測定領域を挟んで対向する位置に配置され、片面が被検体
に当接される第二電極と、
　第一電極と第二電極との間に高周波電力を印加する高周波電源とからなり、
　第一電極は、導電性を有するとともに超音波を透過する素材からなり、
　第二電極は、導電性を有する素材からなる脂肪診断用の加温装置。
【請求項２】
　前記第一電極は導電性シリコン、または、電解液を含む水袋からなる請求項１に記載の
脂肪診断用の加温装置。
【請求項３】
　被検体の測定領域への加温を行い、超音波診断用プローブを用いて前記測定領域の加温
前後の超音波エコー信号を計測し、前記加温前後の超音波エコー信号から算出した超音波
速度変化に基づいて脂肪診断を行う脂肪診断用の加温装置であって、
　前記加温装置は、
　前記超音波診断用プローブが挿入可能な貫通孔が設けられるとともに片面が被検体に当
接され、他方面から前記貫通孔に前記超音波診断用プローブが挿入されて超音波を送受す
る送受面が被検体に当接される第一電極と、
　前記第一電極に対し被検体の測定領域を挟んで対向する位置に配置され、片面が被検体
に当接される第二電極と、
　第一電極と第二電極との間に高周波電力を印加する高周波電源とからなり、
　第一電極は、導電性を有する素材からなり、
　第二電極は、導電性を有する素材からなる脂肪診断用の加温装置。
【請求項４】
　前記第一電極は前記超音波診断用プローブに一体化されている請求項１～請求項３のい
ずれかに記載の脂肪診断用の加温装置。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本考案は、生体を加温し、加温前後での超音波速度変化の計測結果から脂肪診断を行う
ときに使用する脂肪診断用の加温装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　加温前後の超音波速度変化を利用した脂肪分布の新しい画像診断手法として、関心領域
（測定領域）に対して光照射による加温を行い、加温前後の超音波速度変化を測定して、
超音波速度が温度変化に対し負の変化をする部位を脂肪組織として検出する脂肪組織の検
出方法および検出装置が提案されている（特許文献１参照）。
【０００３】
　特許文献１に記載された脂肪診断装置（脂肪組織検出装置）について説明する。この装
置は、Ｂモード断層画像や超音波速度変化画像を取得するために必要な制御部を搭載した
装置本体と、被検体の体表に直接当接させて超音波照射や光加温を行うプローブとを備え
ている。ここで使用されるプローブには、被検体の測定領域に対し超音波照射を行うリニ
アアレイ探触子と、被検体の測定領域に対し加温するための近赤外光照射を行う赤外線レ
ーザ光源とを、横に並べて配置した専用のプローブが用いられる。
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【０００４】
　リニアアレイ探触子は、直線状に配列された圧電素子からなる多数の振動子を有してお
り、各振動子は、制御部からの駆動信号によりパルス波が励振されて超音波信号を送波し
、この超音波信号に対する被検体内からの超音波エコー信号を受波する。そして制御信号
により送受波を行う振動子を順に切り換えて走査するようにしてある。また、赤外線レー
ザ光源はリニアアレイ探触子の横から７６０ｎｍ～１０００ｎｍの近赤外光が照射される
ようにしてある。
【０００５】
　次に、この装置で超音波速度変化を測定し脂肪測定を行う動作について説明する。予め
、Ｂモード画像等による画像診断で、被検体における測定領域を特定する。そして特定し
た測定領域に対し、赤外線レーザ光源から近赤外光を照射して加温し、所定の加温時間経
過後に、リニアアレイ探触子を駆動し、パルス状の超音波信号を順次走査するようにして
送波するとともに、被検体からの受信信号である超音波エコー信号を順次受波する。そし
て、光照射状態で取得した超音波エコー信号（受信信号）の波形を、光照射後超音波エコ
ー信号として記憶する。
　光照射後超音波エコー信号の受信波形の記憶が終わると光照射を停止する。この照射停
止から所定時間経過し、被検体の温度が十分に低下したところで、再びリニアアレイ探触
子を駆動し、超音波信号を送波するとともに、被検体から超音波エコー信号を受波する。
そして、光照射停止状態で取得した超音波エコー信号（受信信号）の波形を非照射時超音
波エコー信号として記憶する。なお、記憶された超音波エコー信号はその振幅を輝度表示
することでＢモード断層画像として表示される。
　続いて、光照射後と非照射時の超音波エコー信号に基づいて、以下に示す関係から超音
波速度変化を求める。
【０００６】
　図５はある部分区間の非照射時（加温前）超音波エコー信号と光照射後（加温後）超音
波エコー信号とを示す模式図である。非照射時の超音波速度をＶ、光照射後の超音波速度
をＶ’とする。また、非照射時にある境界間を超音波信号が伝播するときに生じるパルス
間隔をτとし、同じ境界間（距離一定）を光照射後に超音波信号が伝播するときに生じる
パルス間隔をτ－Δτとする。すなわち、温度変化によりΔτだけパルス間隔が短くなる
ようにシフトしたとする。
　このとき、
　　Ｖ・τ　＝　Ｖ’・（τ－Δτ）　・・・（１）
の関係が成立し、したがって、２つの超音波エコー信号におけるパルス間隔の時間変化か
ら超音波速度変化データが次式で算出できる。
　　Ｖ’／Ｖ　＝　τ／（τ－Δτ）　・・・（２）
　したがって、測定した２つの超音波エコー信号から関心領域におけるパルス間隔（τ）
、波形シフト量（Δτ）を算出し、式（２）に基づいて各部位での超音波速度の変化（超
音波速度変化比（Ｖ’／Ｖ））を算出する。
【０００７】
　続いて、算出された各部位の超音波速度変化比（Ｖ’／Ｖ）に基づいて、この値が１よ
り小さい部位（加温に対する超音波速度変化が負の領域）を脂肪領域と判定する。
　すなわち、水中および脂肪中を伝播する超音波速度は３７℃のとき水中音速が１５２４
ｍ／秒、脂肪中音速が１４１２ｍ／秒であるが、温度変化に対する超音波速度変化を比較
すると、以下の通りである。
　　　水：　＋２　ｍ／秒・℃
　　脂肪：　－４　ｍ／秒・℃
　よって、水分が多く含まれる筋肉や内臓（肝臓等）は温度が上がると超音波速度が増加
するのに対し、脂肪部分では超音波速度が減少することになり、超音波速度変化の極性が
反転する。
　そこで、測定領域を温度変化させたときに超音波速度変化が負となる領域を特定すれば
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脂肪領域の検出を行うことができる。
【０００８】
　そして、アレイ型探触子を走査して取得した多数本の超音波エコー信号による超音波速
度変化の解析結果から、超音波速度変化の二次元分布を画像化して表示装置に表示するこ
とにより、脂肪領域が他の部位と明確に分けて画像表示される。
【０００９】
　また、加温用に超音波エネルギーを利用した脂肪診断装置も提案されている。すなわち
加温用の超音波ビームを発するプローブを加熱源として、これを超音波診断用プローブに
隣接して配置し、超音波ビームにより加温を行うようにして加温前後の超音波速度変化を
測定することで血管プラークの画像診断を行う血管プラーク画像診断装置が提案されてい
る（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２０１０－００５２７１号公報
【特許文献２】特開２０１３－０７０７０４号公報
【考案の概要】
【考案が解決しようとする課題】
【００１１】
　上述した光加温方式は、近赤外光を照射する安全な加温方法であるが、生体組織による
光吸収の影響で生体深部まで近赤外光が到達しにくく、深部への安定した加温が困難であ
る。また、肋骨等の骨組織の近隣で使用する場合は、照射光が骨組織で遮られやすくなる
ため、測定部位によっては所望の部位への加温が困難な場合がある。
　これに対し、超音波加温方式は、上記した光加温方式に比べて、超音波エネルギーを生
体深部まで容易に到達させることができる。しかしながら、超音波エネルギーは骨組織に
強く吸収される性質があるため、安全面から医療機器安全基準を満たした設計を行う必要
があるとともに、使用時には骨組織が強く加温されないように注意を払うことが必要にな
り、測定部位によっては安全上の問題から超音波加温方式を使用しにくい場合がある。
【００１２】
　そこで、本考案は、生体深部への加温が可能であり、しかも骨組織の近傍で使用しても
安全上の問題が生じにくい新しい加温方法を採用した脂肪診断用の加温装置を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するためになされた本考案の脂肪診断用の加温装置は、被検体の測定領
域への加温を行い、超音波診断用プローブを用いて前記測定領域の加温前後の超音波エコ
ー信号を計測し、前記加温前後の超音波エコー信号から算出した超音波速度変化に基づい
て脂肪診断を行う脂肪診断用の加温装置であって、前記加温装置は、片面が被検体に当接
されるとともに他方面が前記超音波診断用プローブの超音波を送受する送受面に当接され
る第一電極と、前記第一電極に対し被検体の測定領域を挟んで対向する位置に配置され、
片面が被検体に当接される第二電極と、第一電極と第二電極との間に高周波電力を印加す
る高周波電源とからなり、第一電極は、導電性を有するとともに超音波を透過する素材か
らなり、第二電極は、導電性を有する素材からなるように構成される。
　ここで、第一電極の素材は、導電性シリコン、または、電解液を含む水袋が好ましい。
【００１４】
　また、上記課題を解決するためになされた本考案の他の加温装置は、被検体の測定領域
への加温を行い、超音波診断用プローブを用いて前記測定領域の加温前後の超音波エコー
信号を計測し、前記加温前後の超音波エコー信号から算出した超音波速度変化に基づいて
脂肪診断を行う脂肪診断用の加温装置であって、前記加温装置は、前記超音波診断用プロ
ーブが挿入可能な貫通孔が設けられるとともに片面が被検体に当接され、他方面から前記
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貫通孔に前記超音波診断用プローブが挿入されて超音波を送受する送受面が被検体に当接
される第一電極と、前記第一電極に対し被検体の測定領域を挟んで対向する位置に配置さ
れ、片面が被検体に当接される第二電極と、第一電極と第二電極との間に高周波電力を印
加する高周波電源とからなり、第一電極は、導電性を有するとともに超音波を透過する開
口が設けられ、第二電極は、導電性を有する素材からなるように構成される。
【考案の効果】
【００１５】
　本考案の加温装置によれば、第一電極と第二電極とを、被検体の測定領域を間に挟むよ
うに体表に取り付けて、高周波電源から両電極に高周波エネルギーを印加することにより
、被検体の誘電体損失を利用して加温する。誘電体損失による加温では、電極に挟まれた
領域全体を一様に加温でき、しかも測定領域内に肋骨等の骨組織が存在する場合でもこれ
らが障害にはならず、骨組織の奥側に対しても加温することができる。また、牛皮のよう
に分厚い表皮を有する動物の場合でも一様に加温することができる。
　このように、高周波エネルギーによる加温は、光加温方式や超音波加温方式に比べて安
全かつ確実に測定領域を加温でき、しかも体表近傍だけでなく深部についても一様に加温
することができるので、体表からの深さを気にせず脂肪診断を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本考案の一実施形態である脂肪診断用の加温装置を示す構成図。
【図２】図１の加温装置を用いた脂肪診断システムの全体構成を示す図。
【図３】図２の脂肪診断システムによる測定手順を示すフローチャート。
【図４】本考案の他の一実施形態である脂肪診断用の加温装置を示す構成図。
【図５】加温前と加温後の超音波エコー信号を示す模式図。
【考案を実施するための形態】
【００１７】
（実施形態１）
　以下、本考案の実施形態について図面を用いて説明する。図１は本考案の一実施形態で
ある脂肪診断用の加温装置Ａの構成を示す図である。この加温装置Ａは、第一電極（プロ
ーブ側電極）１１と、第二電極（背面電極）１２と、高周波電源（ＲＦ電源）１３とから
なる。なお、この加温装置Ａは、超音波画像診断装置で用いられる多チャンネルアレイの
超音波診断用プローブ（超音波トランスデューサ）２０とともに使用される。
【００１８】
　第一電極１１は、超音波診断用プローブ２０からの超音波を通過させることができると
ともに導電性を有する材料を用いて、被検体Ｓの体表に当接可能な平板形状に形成してあ
る。そして第一電極１１の表面１１ａを被検体Ｓの体表に当接し、裏面１１ｂに対し超音
波診断用プローブ２０の照射面を当接して用いる。第一電極１１の材料としては、具体的
には、導電性シリコン、あるいは電解液を入れた水袋が使用される。これらは導電性およ
び超音波透過性を備えているだけでなく、変形自在であることから被検体Ｓの体表に簡単
に密着させることができるので、体表と電極間にインピーダンス層となる空気層の形成を
阻止することができるので好適である。
【００１９】
　第一電極１１の面積は、超音波エコー信号の通過する領域よりも広い範囲を加温するこ
とができるように、超音波診断用プローブ２０の照射面よりも十分に広くしてある。なお
、超音波診断用プローブ２０と第一電極１１とは本実施例では別体としたが、これらを一
体にした脂肪診断専用のプローブとしてもよい。
【００２０】
　第二電極１２については、被検体Ｓの体表に当接できる平板形状であって導電性材料の
ものであればよく、さらに第一電極１１と同様に変形自在であることが好ましいことから
、導電性シリコンや電界液を入れた水袋等を用いることができる。ただし、第二電極１２
側は、超音波を通過させる必要がないことから金属材料を使用することもできるが、その
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場合にはグリス等のスタンドオフを介在させて体表に密着させる必要がある。
　第二電極１２の面積は、第一電極１１と同じか、大きく形成してある。なお、第一電極
１１と第二電極１２とで挟まれた領域全体を加温するために、測定領域に応じて電極面積
を決定するようにしてもよい。
【００２１】
　高周波電源１３は、３０ＫＨｚ～３００ＭＨｚのＲＦ周波数の高周波電源が使用され、
第一電極１１、第二電極１２間に加温用の高周波電力が印加できるように接続してある。
【００２２】
　図２は、加温装置Ａを用いて脂肪診断を行うときの脂肪診断システムＳＡの構成を示す
図である。なお、図１と同じ構成部分については、同符号を付すことにより説明の一部を
省略する。
　この脂肪診断システムＳＡは、加温装置Ａと、超音波診断装置２１と、制御ボックス３
０と、外部コンピュータ装置４０とにより構成される。
　加温装置Ａの第一電極１１の裏面１１ｂには、超音波診断用プローブ２０が当接するよ
うにして装着してある。超音波診断用プローブ２０は、超音波診断装置２１と接続されて
おり、超音波診断装置２１で駆動される超音波信号を受波して被検体（生体）Ｓに送波す
るとともに、被検体Ｓ内で反射された超音波エコー信号を受波して超音波診断装置２１に
送波する。また、超音波診断装置２１は、超音波エコー信号を受波して超音波エコー画像
を表示するとともに、超音波エコー信号を外部出力用の出力端子から制御ボックス３０に
送波する。
【００２３】
　制御ボックス３０には、超音波エコー信号を受波するレシーバ回路３１、受波した超音
波エコー信号をデジタル信号化するＡ／Ｄ変換器３２、超音波エコー信号を記憶するメモ
リ３３、および、これらを制御するマイクロコンピュータ３４が搭載されており、ここで
はレシーバ回路３１により「加温後エコー信号」と「加温前エコー信号」とを受波してメ
モリ３３に記憶することができるようにしてある。
【００２４】
　そして、メモリ３３に蓄積された「加温後エコー信号」および「加温前エコー信号」は
、脂肪診断時に外部コンピュータ装置４０へ出力されるようにしてある。
【００２５】
　外部コンピュータ装置４０は、ＣＰＵ、メモリ、入力装置（キーボード等）、表示装置
（液晶パネル）を備えた汎用のパーソナルコンピュータ装置（例えばノート型パソコン）
が用いられ、制御ボックス３０から出力される加温前後の超音波エコー信号のうち、測定
部位、例えば肝臓からの超音波エコー信号にあたる部分区間に、既述の式（２）による計
算を行い、超音波速度変化（ここでは超音波速度比）を算出する演算処理が行われるよう
にしてある。
　すなわち、図５で説明した従来例と同様の原理および方法で、加温後に受波した超音波
エコー信号と、加温前に受波した超音波エコー信号とに基づいて、加温前後の超音波エコ
ー信号の波形シフト量（Δτ）の計算を行い、また、測定領域内の組織の境界間のパルス
間隔（τ）を算出する処理を行う。そして式（２）に基づいて、各部分区間の超音波速度
比（Ｖ’／Ｖ）を算出する処理を行うようにしてある。
【００２６】
　次に、上記の加温装置Ａを含む脂肪診断用のシステムＳＡによる測定手順について図３
のフローチャートに基づき説明する。
　まず、超音波診断装置２１による画像診断により、脂肪測定位置を探索して決定する（
Ｓ１０１）。すなわち、超音波診断装置２１を操作して超音波プローブ２０から超音波信
号を送信し、受波した超音波エコー信号を画面表示してＢモード画像で画像診断を行い、
脂肪測定に適した測定位置を探索して決定する。
【００２７】
　次に、第一電極１１と第二電極１２とを、決定された測定位置に対し、被検体Ｓの体表
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の両側から当該測定位置を挟むように対向させて取り付ける（Ｓ１０２）。
　続いて、加温装置Ａによる加温制御を行う（Ｓ１０３）。すなわち、高周波電源１３を
オンにして３０ＫＨｚ～３００ＭＨｚの高周波電力を印加し、誘電体損失による加温を行
う。
　そして、加温領域が０．５℃～２℃程度上昇して安定するまで加温を維持する。高周波
による加温では、電極に挟まれた領域全体を一様に加温することができるため、測定領域
内に肋骨等の骨組織が含まれていても問題なく加温することができる。
【００２８】
　次に、高周波電源１３をオフにして加温を停止し、加温停止直後の昇温状態での超音波
エコー信号の測定を行う（Ｓ１０４）。このとき、レシーバ回路３１で超音波エコー信号
を待ち受けるようにしておき、超音波診断装置２１から超音波エコー信号が出力されると
、レシーバ回路３１で受波する。受波された超音波エコー信号は「加温後エコー信号」と
してメモリ３３に記憶する。
【００２９】
　次に、「加温後エコー信号」の測定終了後、さらに平温に戻るまでに要する時間が経過
した後（例えば３０秒程度経過後）に、平温での超音波エコー信号の測定を行う（Ｓ１０
５）。このときもレシーバ回路３１で超音波エコー信号を待ち受けるようにしておき、超
音波診断装置２１から超音波エコー信号が出力されると、レシーバ回路３１でも超音波エ
コー信号を受波する。受波された超音波エコー信号は「加温前エコー信号（すなわち平温
時の超音波エコー信号）」としてメモリ３３に記憶する。
【００３０】
　次に、外部コンピュータ装置４０により、超音波速度変化および脂肪情報の算出を行う
（Ｓ１０６）。すなわち、制御ボックス３から「加温後エコー信号」と「加温前エコー信
号」を取り込んで、既述の式（２）に基づいて超音波速度比（Ｖ’／Ｖ）を算出する。さ
らに、得られた結果に基づいて脂肪判定（脂肪肝の有無判定）を行ったり、予め求めた基
準データとの比較から脂肪割合を算出したりして、算出結果の超音波速度変化比や脂肪情
報を数値あるいは文字として外部コンピュータ装置４０の画面に表示する。
　以上の測定手順により、超音波速度変化による脂肪診断を行うことができる。
【００３１】
　上記の脂肪診断システムＳＡでは、外部コンピュータ装置４０を用いたが、これと同様
のＣＰＵ、メモリ、入力装置、表示装置のハード構成を制御ボックス３０に組み込んで、
式（２）による計算処理機能および計算結果の数値（文字）表示機能を制御ボックス３０
で実現させるようにしてもよい。
【００３２】
　また、レシーバ回路３１、Ａ／Ｄ変換器３２、メモリ３３のハードウェアは、いずれも
通常の超音波診断で使用する目的で市販の超音波診断装置２１内に標準装備されているの
で、超音波診断装置２１に加温後エコー信号と加温前エコー信号を記憶できるようにソフ
トウェアを組み込むことで、超音波診断装置２１内で脂肪診断処理を実行するようにして
もよい。
【００３３】
（実施形態２）
　図４は本考案の他の一実施形態である脂肪診断用の加温装置Ｂの構成を示す図である。
なお、図１と同じ構成部分については、同符号を付すことにより説明の一部を省略する。
　この加温装置Ｂでは、第一電極５１、第二電極５２を金属で構成するとともに、第一電
極５１の中央に超音波診断用プローブ２１を挿入するための貫通孔５１ｃが形成してある
。これにより超音波診断用プローブ２１の照射面を裏面５１ｂから貫通孔５１ｃに挿入し
、被検体Ｓの体表に当接させて超音波信号の送波および超音波エコー信号の受波が行える
ようにしてある。
【００３４】
　このように、第一電極５１に貫通孔５１ｃを形成することにより、導電性は優れている
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することができる。
　この場合、第二電極５２については、導電性を有するものであればよく、金属、導電性
シリコン、電解液を含む水袋のいずれであってもよい。
【００３５】
　以上、本考案に好適な加温装置の実施例について説明したが、本考案の趣旨を逸脱しな
い範囲で適宜、修正変更することができることは言うまでもない。例えば、上記実施形態
において高周波電源１３は制御ボックス３０と別置きとしたが、高周波電源１３を制御ボ
ックス３０内に組み込んでもよいし、操作スイッチだけを組み込んでもよい。
【産業上の利用可能性】
【００３６】
　本考案は、超音波速度変化による脂肪診断を行うときの加温装置として利用することが
できる。
【符号の説明】
【００３７】
　　Ａ　加温装置
　ＳＡ　脂肪診断システム
　１１　第一電極（プローブ側電極）
　１２　第二電極（背面側電極）
　１３　高周波電源
　２０　超音波診断用プローブ
　２１　超音波診断装置
　３０　制御ボックス
　３１　レシーバ回路
　３２　Ａ／Ｄ変換器
　３３　メモリ
　３４　マイクロコンピュータ
　４０　外部コンピュータ装置（汎用コンピュータ装置）
　５１　第一電極（金属電極）
５１ｃ　貫通孔
　５２　第二電極（金属電極）
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